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地域包括ケアにおけるネットワーク構築
―地域包括支援センターの調査から―
若 狹 重 克 (藤女子大学 人間生活学部 人間生活学科)
本論は、地域包括支援センターの実践において重要視されるネットワーク構築に焦点を当
て、その基本的な考えかたの整理及び具体的な実践例からその課題を見出すことを目的とし
ている。
地域包括支援センターによる地域ネットワークは、「ニーズ発見機能」「相談連結機能」「支
援機能」「予防機能」という意義をもつものとされている。また、その構築方法のモデルとし
ては、「地域住民組織活用方式」「市民ボランティア活用方式」「住民参加のまちづくり方式」
の３つが示されている。
北海道内の４市１町の地域包括支援センターのヒアリング結果を、意義と構築方法モデル
に基づき考察した。その結果、「予防機能」及び「住民参加のまちづくり方式」という観点か
らのネットワーク構築が現状としては十分に展開されていないことがわかった。
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１．はじめに
地域包括支援センタ （ー以下、「包括センター」とい
う。）は、改正介護保険法によって新たに創設された「新
しい地域ケアの総合的マネジメント機関」であり、「地
域ケアの中核」となる拠点を地域につくることを目的
として配置されたものである。具体的には、介護保険
制度の持続可能性の追求と法定給付のみではカバーさ
れないさまざまな高齢者住民の課題に対応する地域の
拠点としての役割が期待されている。
包括センターは、「地域住民の心身の健康の保持及び
生活の安定のために必要な援助を行うことにより、そ
の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援する
ことを目的とする施設」（介護保険法第115条の45）と
されている。この目的を達成するために業務マニュア
ルでは、「高齢者が住み慣れた地域で安心して過ごすこ
とができるように、包括的および継続的な支援を行う
地域包括ケアを実現する」ことに向けての中心的役割
を果たすことが包括センターに求められるとしてい
る??。
では、目指すべき「地域包括ケア」とは何か。「地域
包括ケア」の考えかたは、2003年の高齢者介護研究会
報告書『2015年の高齢者介護』の中で示された。そこ
では、「（略）介護保険のサービスを中核としつつ、保
健・福祉・医療の専門職相互の連携、さらにはボラン
ティア等の住民活動を含めた連携によって、地域の
様々な資源を統合した包括的なケアが必要」とされて
いる。また、2008（平成20）年度『地域包括ケア研究
会報告書～今後のための論点整理～』では、地域包括
ケアシステムを「ニーズに応じた住宅が提供されるこ
とを基本とした上で、生活上の安全・安心・健康を確
保するために、医療や介護のみならず、福祉サービス
を含めた様々なサービスが日常生活の場（日常生活圏
域）で適切に提供できるような地域での体制」と定義
づけた??。このシステムを機能させていくためには、地
域の多様な機関やマンパワーの参画が求められるとと
もに、それらが有機的に連携を図って行くことが必要
となる。そのため包括センターには、「地域包括ケア」
を推進していくに際し、相談機能を中心としつつ重層
的なサービスネットワークを構築して行くことが求め
られるとされている。しかし、2009（平成21）年度『地
域包括ケア研究会報告書』における2025年の「超高齢
社会を見据えた課題認識」では、包括センターの機能
に関して地域のネットワーク構築が十分に行えていな
いとの指摘がある??。
このようなことから、本論では、包括センターに期
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待されるネットワーク構築に焦点を当て、その基本的
な考えかたの整理と事例紹介・考察に基づいて今後の
展開における課題を指摘することとする。
２．地域におけるネットワーク構築の考えかた
⑴ 地域包括支援センターによるネットワーク構築
包括センター業務マニュアルでは、「地域包括支援
ネットワーク」としてその基本枠組みが整理されてい
る??。
地域包括支援ネットワークとは、「関係機関はもとよ
り、地域のサービス利用者や家族、サービス事業者、
関係団体、成年後見関係者、民生委員、地域支え合い
等のインフォーマル関係者、一般住民によって構成さ
れる『人的資源』からなる有機体」をいうとされてい
る。そして、この地域ネットワーク構築の意義として、
「ニーズ発見機能」「相談連結機能」「支援機能」「予防
機能」を挙げている。
「ニーズ発見機能」とは、地域のネットワーク構築が
地域住民や地域の多様な団体が地域に存在するニーズ
に気付くことにつながるという考えかたである。特に、
自発的に支援を求めてこない場合に、ニーズ発見機能
があることで包括センターへの関わりへとつながると
されている。
「相談連結機能」とは、「包括センターに相談してみ
れば」といった一言や１枚のパンフレットが、支援を
必要とするすべての人が包括センターにつながること
を可能にする機能である。本人が相談できない（しな
い）場合でも、ニーズを発見した人が包括センターに
相談してくれることにより、包括センターにより総合
相談が開始される。
「支援機能」とは、地域に必要なネットワークが構築
されていることによって、初期から多職種・多機関が
有機的に連携して支援ができ、支援の客観性や専門性
を高めることが可能になるという考えかたである。ま
た、住民によって状態や状況を見守ることも可能にな
るとされている。
「予防機能」とは、ネットワークを活用して、地域の
ニーズや課題に対して地域住民自身が取り組むことに
より、地域住民による見守り⇨地域住民のネットワー
ク強化（地域への関心の高まり)⇨予防へと機能してい
くという考えかたである。そして、予防機能は、早期
のニーズ発見にもつながるとされている。
以上が地域ネットワーク構築の意義として整理され
ているものである。これらは、それぞれが関連しなが
ら機能するものであり、包括センターの実践の基盤構
築につながるものと言えよう。
さて地域ネットワーク構築は、それぞれの地域の状
況によって独自性を持って展開されることが考えられ
る。したがって、ネットワーク構築に当たっては以下
のような構築方法が求められる??。
まず第１に「地域特性の理解」である。具体的には、
地域の人口、高齢化率、世帯状況、生活保護受給率な
どのデータを活用した地域住民の全体像の把握が求め
られる。また、地域の地理的状況や歴史などの多様な
情報を活用した地域理解も必要である。
第２に「地域の社会資源の把握」である。地域には、
組織や団体、インフォーマルな集団、キーパーソンと
なる個人などあらゆる社会資源が存在しているが、こ
うした社会資源の把握とそれらの情報管理が求められ
る。そして、これらの情報を活用してあらゆる社会資
源がつながるようネットワークを構築していく必要が
ある。具体的には、社会資源マップやリストの作成が
求められる。
第３に「地域のネットワークの把握」である。これ
は、地域にすでに存在しているネットワークを把握し
整理することである。また、ネットワークの構成員や
組織、関係性等の情報をエコマップなどでまとめるこ
とも考えられる。加えて、これらの情報は継続的に更
新をしていく必要がある。
このような地域ネットワーク構築に基づき、地域特
性を把握し、地域に存在する社会資源およびそれらの
ネットワークを把握した上で、既存のネットワークを
活かすことが求められる。加えて、地域包括ケア推進
に必要だと考えられる新たなネットワーク構築が求め
られる。
また副田は、地域ネットワークの構築方法として、
「地域住民組織活用方式」「市民ボランティア活用方式」
「住民参加のまちづくり方式」の３つをあげている??。
表のとおり「地域住民組織活用方式」とは、地域内の
ニーズ発見や見守り活動を主目的として民生委員や町
内会・自治会との密な連携を図る方式である。次に「市
民ボランティア開発方式」とは、住民間の助け合い意
識の向上や支え合い活動の展開を主目的とし、ボラン
ティアや商店、一般市民を対象とした説明会を通じて
協力者を募る方式である。最後に「住民参加のまちづ
くり方式」とは、安心して暮らせるまちづくりや住民
の地域意識向上を主目的とし、行政や民間の組織・集
団を参集した定期的な話し合いを通じて、まちづくり
の具体的活動の計画及び実行にあたる方式である。
そして、包括センターが各地域団体に働きかける方
法としては、「個別方式」「集合方式」「プラットホーム
方式」の３つを指摘している。
「個別方式」は、センターが個々の地域組織やグルー
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プに個別に働きかけ、それぞれの組織と個別につなが
る方式であり、ニーズ発見や情報収集につながるもの
といえよう。次に「集合方式」は、複数の地域組織や
グループ、一般住民に会合に出席してもらいネット
ワークを形成する方式であり、意識啓発やボランティ
アの開発につながる。そして「プラットホーム方式」
は、種々の地域組織やグループに加え、専門組織や行
政機関を一同に集め、そこでセンターも含め異質なも
の同士がつながり合う方式であり、福祉のまちづくり
を意図したものである。このように、副田は、ネット
ワークの活用目的に応じた構築方法を示している。
⑵ ネットワークにおける多職種・多機関の連携
ネットワークの辞書的定義によれば、援助専門職間
の「連携」という意味でネットワークを用いる場合も
あるとされている??。
「連携」について、京極は「保健・医療・福祉に関連
する専門職及び施設機関が従来の自己完結的な支援に
留まらず、より一貫性の高い、総合的な支援を実施す
る目的、協力体制を築くこと??」としている。また、城
戸は「関係者間の信頼関係のもと、多職種が独自性、
固有性を保持し、それぞれの業務範囲の相互理解と相
互作用の中で、生活という視点の中で利用者にとって
の支援が包括的に営まれる過程であり、目的と役割、
支持体制が明確に示されていること??」としている。こ
れらの指摘から、「連携」は、地域における質の高いサー
ビス提供に向けての基盤整備と関係形成、チームアプ
ローチやスーパービジョン機能をもつものと理解する
ことができるのではないだろうか。つまり、単に網の
目を築くという構造的な側面のみでネットワークを理
解するのではなく、機能面を視野に入れたものとして
理解する必要性がある。
では、この「連携」はどのような枠組みで構成され
るのか。
地域包括ケアにおけるネットワーク構築
表 住民中心の地域ネットワーク構築の方法
①地域住民組織活用方式 ②市民ボランティア活用方式 ③住民参加のまちづくり方式
主な目的 ･ニーズ発見、連絡・通報、情報
提供
･権利侵害事例などの問題への気
づき
･一人暮らし高齢者等の見守り
･閉じこもりがちの人への働きか
け
･支えあい意識の啓発
･見守り、支えあい活動の展開
･「安心して暮らせる」まちづくり
･地域意識の向上
･地域住民で取り組む事業の開
発・実施
働きかけの対
象
伝統的な地域住民組織等
⎧
｜
｜
｜
⎩
例：民生委員、福祉推進委員
健康推進員、自治会、町内会、
婦人会、老人クラブ等
地域活動組織や地域資源、一般市
民等
⎧
｜
｜
｜
｜
｜
?⎩
例：ボランティアグループ、
NPO、薬局、郵便局、商店、
コンビニ、新聞店、ガス・水
道検針員、サービス利用者／
家族、学生グループ、市民
地域住民組織やボランティアグ
ループ、関係専門組織、行政機関
⎧
｜
｜
｜
｜
｜
?⎩
例：民生委員、自治会、老人クラ
ブ、ボランティアグループ、
地区社協、医師会、薬剤師会、
居宅介護支援事業所、福祉施
設等
構築方法 個別方式
･各組織が行う総会や会合に出
席・挨拶、制度・サービス等に
ついて情報提供
･各組織の行うイベントの手伝い
･民生委員等を個別訪問
集合方式
･見守り／支えあい／閉じこもり
防止等のネットワーク構築に関
する説明会の開催
･説明会開催についての広報活動
･説明会でのボランティア登録
プラットホーム方式
･多種多様な組織・団体が一堂に
会して話し合う場と時間の設定
･話し合いの定例化
･具体的な活動と計画の実施
継続方法 ･少なくとも年に数回のコンタク
ト地域に関する情報交換、気が
かり事例の検討、制度の学習、
活動計画の企画・実施、施設訪
問
･ネットワーク登録ボランティア
に対する制度・サービス学習会
の開催
･事例によるネットワーク機能の
学習
･ネットワーク登録ボランティア
によるイベントの企画・実施を
促進
･会議における議題についてワー
キンググループで事前に検討、
準備
･市民参加を促す具体的活動の計
画と実施、評価
･活動の計画や実施の広報活動
利点と課題 ･関係づくりが比較的容易
･ネットワークの広がりや情報の
範囲に制約がある
･ネットワークの広がりと多様な
情報
･支えあい意識の向上
･ネットワーク維持・発展のため
の働きかけが必要
･まちづくりの意識の向上と拡大
･住民参加の活動を支援するため
の努力が必要
出所）日本社会福祉士会『地域包括支援センターのソーシャルワーク実践』中央法規 p.45、2006
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久保は、保健・医療・福祉の連携の構成要素につい
て、最低限含まれるべきものを以下のとおり示してい
る???。
はじめに「連携に対する知識、能力の向上」である。
これは「連携」を確実なものにするための最低条件で
あるとされる。専門職が連携の必要性の意義や持つべ
き知識を認識し、連携にたいする意欲や動機を高めて
いく必要がある。そのために、定期的な研修や事例検
討などを実施していくことが求められる。
次に、「日常的な業務における具体的手段」である。
これは、連絡、送致、交渉など専門職個人として行う
ものと、同行訪問やカンファレンスなど、職種間相互
やチームとして行うものに分けられる。
３つ目は、「他職種との関係性」である。「連携」は
個人レベルのものとチームのものとに分けて整理する
ことができるが、両方とも他者と関係をもつことが求
められる。具体的には、①機関・事業者としての目的
に関する職種間の整合性、②連携に対する意欲や動機
についての職種間の一致、③職種の専門性に関する相
互理解、④職種間の信頼関係の４つの要因が「連携」
に影響を及ぼすとされている。
最後に「情報の共有」である。多職種・多機関によ
る「連携」では、情報共有及び意思疎通が問われるこ
とになる。したがって、書式の統一によって情報の共
有を図ることや定期的な情報交換などが必要である。
また、コンピュータによる情報管理共有システムなど
の整備も求められるといえる。
このような連携のシステムづくりとの関連で、野川
は自治体を基盤とした地域包括ケアシステムの必要性
を指摘している???。それは、包括センターの役割との関
連で、①地域で包括的なケアを実践する機関としての
総合的な相談支援体制づくり、②包括的なケアマネジ
メントを可能にする地域基盤づくりとしての地域ケア
システム構築、③サービスやケアマネジメントの評
価・開発・政策化の遂行、という展開が望まれるとい
うことである。この中で市町村や包括センターには、
地域の支援ネットワークづくり、住民主体の見守り支
え合いや早期発見の仕組みづくり、関係機関による
ネットワーづくりなどの役割が期待される。つまり、
「ネットワーク構築」や「連携」は、まさしく地域包括
ケアシステムと直結する重要な課題であると認識でき
るのである。
⑶ ソーシャルサポートネットワークの展開として
ソーシャルサポートネットワークは、フォーマルな
支援を行う立場にある専門職が、クライエントをめぐ
るネットワークの主観的な側面と客観的な側面につい
て配慮しつつ、インフォーマルな援助を理解、確認し、
現在あるサポートを活用し、新たに必要とされるサ
ポートを創出しながら実践活動を展開していく関わり
をいう???。つまり、インフォーマルの資源のネットワー
ク化により、ソーシャルサポート（社会的な支援）の
機能をいかに高めていくかが問われる。包括センター
には、こうしたインフォーマルな資源の発見・開発と
評価、情報管理が求められる。さらに、ケースマネジ
メントの技法を用いたクライエントへの意図的・有機
的な結合促進が重視される。このようなことから、包
括センターによる地域ネットワーク構築は、ソーシャ
ルサポートネットワークの展開であると考えられる。
フローランド（Froland,C.）は、ソーシャルサポー
トネットワークのアプローチについて、①個人ネット
ワーク法、②家族介護者支援法、③ケースマネジメン
ト法、④近隣地区援助者法、⑤ボランティア連結法、
⑥相互援助・セルフヘルプ法、⑦地域活性化法に分類
している???。これらは、先に述べたとおり、包括セン
ターによる高齢者とその家族に対する支援として求め
られているネットワーク構築と合致する。したがって、
包括センターのネットワーク構築における課題は、
ソーシャルサポートネットワークを強めることである
ともいえよう。
３．包括センターによるネットワーク構築の
実際
ここでは、北海道内４市１町の包括センターの事例
をもとに、包括センターによる地域ネットワーク構築
の現状を整理する。
事例は、運営形態、人口規模、職員体制を考慮し、
道内５か所のセンターを選定し、事前に調査票（ヒア
リング票）を送付し事前調査を実施し、その後訪問に
よるヒアリングを行ったものである。
⑴ 事例
事例１ Ａ市包括センター
・運営形態：委託（社会福祉協議会）
・担当圏域人口：約66,000人
・担当区域高齢化率：33％
?ネットワークの現状>
○行政との連携
･「ゴミのふれあい回収事業」：週に１回自宅ま
でゴミ回収をおこなう。異変を察知した場合
は包括センターに連絡が入る
･「緊急通報サービス」：タクシー会社に通報後
84
藤女子大学QOL研究所紀要：The Bulletin of Studies on QOL and Well-Being,Vol.6,No.1,Mar.2011
タクシーが訪問そして119番通報へという体
制
○社会福祉協議会との連携
社会福祉協議会は、認知症家族の会や身障者の
いろいろな会議を持っておりそれを活用
○インフォーマルサポートとの連携
･「市の見守りネットワーク」：配食サービス、
新聞販売店、民生委員などをつなげたネット
ワーク
･「消費者被害防止ネットワーク」：電気会社や
ガス会社年２回協議会へ出席。詐欺や悪徳商
法の被害情報が入る機会となる
○その他
･消費者センターと連携
･困難ケースへの関係機関との連携
保健所の精神福祉士や医師、生活支援専門
員、施設等との連携
･民間会社職員を対象とした認知症サポーター
養成事業
･医療機関との連携が課題
医療機関との連携が難しい。病院を退院す
る場合、継続的な支援を行う上で、時間的に
余裕をもって退院情報を知りたいのだが、い
きなり「明日退院になりますけど包括さんお
願いします」というケースが少なくない
事例２ Ｂ市包括センター
・運営形態：直営
・担当圏域人口：約44,000人
・担当区域高齢化率：26.5％
○行政との連携
･庁舎内で同じ課なので、相談に来た人を担当
にすぐつなぐことができる。このため、情報
を共有できるという利点がある。
･介護保険以外のサービスとして、自費ヘル
パーや短期宿泊、また福祉タクシー、配食サー
ビス、移動販売車という事業
○社会福祉協議会との連携
･「社会福祉協議会の地域活動」：ボランティア
センターの月１回の会議に包括の職員が出席
している。また運営協議会や地域ケア会議に
出席してもらっている
･「ふれあい電話」：１人暮らしの方の安否確認
として電話で話しをするものである。これは
ボランティアにより支えられており、身体の
具合が悪いとか、何か元気ないという時は、
包括に連絡が入るよう連携
○インフォーマルサポートとの連携
・町内会との連携
１人暮らしの高齢者や夫婦暮らしの方を対
象に民生委員に見守りをしてもらっている。
そのため民生委員会議には出席している
･ボランティアに支えられているインフォーマ
ルサポート
講習を受けた「傾聴ボランティア」がボラ
ティアセンターに登録していて、寂しいと言
う人のところに行っている
○その他
･連携のカギとなる地域ケア会議
地域ネットワークの軸として「地域ケア会
議」がありそこには代表者会議とその下に専
門職で構成する部会（居宅、グループホーム、
療養型施設、特養、老健の介護支援専門員、
また病院の地域医療室）を設けている
･市内の情報提供様式の統一化により情報の共
有が容易になり連携がスムーズ
･研修とネットワーク化による、ケアマネの質
の向上
医療、保健福祉、介護施設など関係機関に
声かけをしており、ネットワークの必要性の
意識も確実に培われている
事例３ 事例Ｃ市包括センター
・運営携帯：委託（社会福祉法人）
・担当圏域人口：約17,000人
・担当地区高齢化率：29.9％
○行政との連携
･情報オンラインで高齢者のデータベースを共
有（市が月１回更新）。包括センター、行政の
双方から更新が可能なシステムとなってい
る。実態把握前に情報閲覧し、訪問前の準備
をスムーズに進めることが出来る。エリアの
情報についてタイムリーに共有が可能で有効
活用なされている
･市から委託を受け「世帯調査」を実施し、「支
援が必要な高齢者を見逃さない」という行政
の姿勢が明確であり、包括支援センター機能
を積極的に活用
○社会福祉協議会との連携
･「介護保険事業所連絡協議会」に社会福祉協議
会が役員として入り広報部分を協働
･小学校中学校の総合学習支援を包括として手
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伝い連携
･お弁当配食サービス、除雪サービスに関の窓
口で個別ケースでも連携
･認知症サポーター養成講座や小学校の総合学
習の時間に、包括からメニュー提案をし、社
協がコーディネート
○インフォーマルサポートとの連携
･地域におけるアソシエーションモデル（人間
関係）の活用
地域の方と話し情報を収集して社会資源
マップを作製。「どこどこの誰々さんは、こう
いう先生だ」と「これが出来る」という人材
発掘を含む地域アセスメントが重要
・ボランティアとの連携
ボランティアサロンとの情報交換や支援に
おける連携
○その他
・ネットワーク会議
介護保険事業所56か所による会議。居宅、
ケアマネジャー、包括センターの３部会定例
会・研修会、地域ケア介護の実施
･事例検討会を市内４支援センター連携して実
施。対象はケアマネージャ（６事業所30名）
で抱える課題を検討する場として活用しても
らえるように実施
事例４ Ｄ市包括センター
・運営形態：委託（社会福祉協議会）
・担当圏域人口：約26,000人
・担当地区高齢化率：31.6％
○行政との連携
・包括支援センター間の連携会議
市内６つの包括センターが、代表者会議と
専門職員会議を開催
・在宅介護支援センターの機能
在宅介護支援センターが、家族介護者教室、
認知症サポーター養成講座など、行政から受
託して実施している。また、介護予防教室等
について参加者の調整や、PR活動を実施
○社協との連携
・インフォーマルサポートの開発に期待
・社協の視点を生かした連携
地域包括は介護保険法の制度で守備範囲が
ある程度限られているが、一方社協は自由な
部分がある。社協がその本来業務でしっかり
と地域に根付いていくと、そこを活用する包
括の姿がみえる
○インフォーマルサポートとの連携
・連合町内会単位での連携
包括の担当地域は６つの連合町内会に分か
れているので、その単位毎に会長、事務局長
と顔つなぎをしている
・ボランティアの活用
介護予防ボランティアということで、「若返
りレッスン」というプログラムを作りそれを
地域に広めるための「介護予防サポーター」
の養成講座を社協で開催。その講座の卒業生
に必ずサークルに入っていただきいきいきサ
ロンなどで包括さん来てくれっていう話が出
た時に、そのサークルを活用。簡単な転倒予
防体操からストレッチ体操などを、ボラン
ティアさんがやっている
○その他
・居宅介護支援事業所との連携
要支援と要介護を繰り返しそうなケースの
場合は担当ケアマネが代わらず継続的に支援
できるように居宅への委託を積極的に行って
いる
･地区活動から生まれた郵便局とのネットワー
ク
郵便局回りをし、郵便局に何回も通帳を作
り替えにくるとか何度も無くしたって来る人
とかの情報を得る
・ヤクルトレディの活躍から
ヤクルトの訪問販売と連携して安否確認を
行っている
事例５ Ｅ町包括支援センター
・運営携帯：直営
・担当圏域人口：約8,500人
・担当圏域高齢者率：32.9％
○行政との連携
・町営のケアセンター
包括センターのある建物自体が町営のケア
センターという周囲がされており、高齢者に
関することはここにすべて集約される。特に
高齢者相談は全部包括で受けられ、担当を集
めて話し合うことが日常になっていることが
町の特徴
・情報の共有、一元管理
○社協との連携
・共同事業の推進
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「やすらぎ支援事業」「見守り事業」など、
社協に委託はしているが投げっぱなしではな
く、一緒に展開
・在宅福祉ネットワーク
社協を中心に各自治会で「在宅福祉ネット
ワーク」という組織を作っている。人口ベー
スで考えると約８割は網羅、地域の人達は高
齢者の見守りや助け合いといった活動を行っ
ている。
○インフォーマルサポートとの連携
・自治会の福祉部長に相談協力員を委嘱
民生委員と在宅福祉ネットワークに相談協
力員を委嘱
・住民のサポートを得た事例
食事、お風呂、買い物、ゴミ出しなど、在
宅福祉ネットワークの関係では福祉部、婦人
部など地域の人にお願いしている。
○その他
・ネットワーク構築
「地域包括ケア推進会議」：保健、医療、福
祉関係者、地域住民によるもので、住み慣れ
た地域で暮らし続ける上での課題を検討。こ
の会議の下に５つの部会（サービス調整部会、
養護老人ホーム調整部会、ケア検討部会、高
齢者虐待防止ネットワーク部会、介護予防部
会）があり非常によく機能している
⑵ 考察
1）行政との協働
ヒアリングでは市町村が実態把握機能の予算を付
け、高齢者全件について実態を把握する取り組みの実
施事例があった。これは、行政担当セクションより「１
週間～２週間の期間内で包括調査員がお邪魔します」
と郵送で案内し、包括職員が玄関先で聞きとり調査を
実施するという形をとっている。こうした取り組みで
は、単純に高齢者の実態把握やサービスの整備に留ま
らず、サービスや支援に結びつけるシステムが重要に
なる。行政からの情報収集が大きな壁になる自治体が
多い中、情報を把握するルートの確保と次の援助への
予測も含めた情報を把握するシステムは有意義である
と考えられる。このことと関連して、事例においては
行政直営の包括センターが情報共有等で円滑な動きが
とれていることが明らかになった。委託の包括であっ
たとしても求められる役割は変わらないだけに、直営
と同等の環境整備が求められるのではないだろうか。
2）インフォーマルネットワークの構築
包括センターが地域の中で事業を推進していく際
に、個々人のニーズに応じた生活資源を確保すること
が重要な役割としてある。その際、求められるのはイ
ンフォーマルサービスのネットワーク構築である。事
例では、社会資源マップの作成、在宅福祉ネットワー
クの組織化、消費者被害防止ネットワーク、町内会と
の連携しゴミ出しや見守りを住民組織でボランティア
として対応するなど数多くの実践例を知ることができ
た。
このように、包括センター自らもインフォーマル資
源の必要性を提言したり、開発していくことが求めら
れるのではないか。また、地域のニーズを把握しイン
フォーマルな資源をつくりだす機能を持ち、地区組織
との強いつながりを持つ社会福祉協議会と連携するこ
とで、包括センターが把握している地域の（個人の）
ニーズを結び付けていく役割や、介護予防、福祉に関
わる知識の普及啓発、地区組織との連携が効果的に行
えるようになるのではないだろうか。
また、アソシエーションモデル（人間関係）に注目
した実践例もみられた。今後の地域ケアシステムを作
る際には、既存の地域組織（コミュニティモデル）に
加えて、アソシエーションモデルを活用することが有
効である。
包括センターには、地域の方々からは様々な情報が
入る。「日曜大工が得意な人がいる」「昔看護師だった」
等々。そうした人材発掘のための第一歩として「地域
アセスメント」は極めて重要である。地域には、自治
会、その上に自治連合会、そして民生委員、地区の福
祉委員それぞれ重要な役割がある。それに加え、物理
的エリアに縛られない、自らの経験を生かしたい、自
分たちの問題を解決したい人たちの集まり、その双方
の存在が有機的に機能することが重要である。
3)他機関との連携や通報による、情報ネットワーク
の構築
要援護の高齢者を支援する際、「通報」が契機になる
ことが多い。現実的な問題として、高齢者が自ら助け
を求めてくるということは非常に少なく、何か問題が
生じた場合、包括センター等に通報が入り、支援が開
始されることが多い。
事例では、「消費者被害防止ネットワーク」や「見守
りネットワーク」を設けたり、ガス会社や電気会社、
新聞販売店など関わりのある人達から通報が入るシス
テムを構築している包括センターがあった。また、ヤ
クルトレディ、住民による「在宅福祉ネットワーク」
なども異変に気づいた場合は通報による協力ができる
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立場にあるといえる。
ただし、こうした体制を有効にしていくためには、
通報する側と受ける側の信頼関係を基盤とした情報
ネットワークが不可欠であり、包括センターにとって
は大きな実践課題であると考えられる。
４．まとめ～地域ネットワーク構築の課題～
先述したように、包括センター業務マニュアルでは
地域ネットワーク構築の意義について「ニーズ発見機
能」「相談連結機能」「支援機能」「予防機能」の４点を
あげている。これらのうち、「予防機能」を前提とした
ネットワーク構築は現状では不十分でると考えられ
る。マニュアルで述べられているが、「予防機能」はニー
ズ発見にもつながるものである。この点については、
住民を主体としたネットワークによる一定の効果が期
待されると考えられる。しかし、包括センターが担う
介護予防の観点からすれば、すでに何らかの支援を受
けている高齢者への関わりやニーズ発見によって支援
へとつなげるレベルではなく、高齢者やその家族等の
関係者が、より主体的な予防の意識が持てるような
ネットワークが求められるのではないだろうか。つま
り介護予防に向けての意識啓発につながるネットワー
ク構築のありかたを検討していくということである。
このことは、介護保険制度の持続可能性という見地か
らも重要であると考えられる。
次に、副田によるネットワーク構築の方法に照らし
て課題を述べる。副田は、ネットワーク構築の方法を
「地域住民組織活用方式」「市民ボランティア活用方式」
「住民参加のまちづくり方式」の３つに分類している。
ここでは、「住民参加のまちづくり方式」に焦点を当て
る。
この方式は、安心して暮らせる「まちづくり」や住
民意識の向上を目的とし、行政や民間の組織・集団を
参集した定期的な話し合いを通じて、「まちづくり」の
具体的活動の計画及び実行にあたるものである。事例
では、行政直営のＥ町包括センターが社会福祉協議会
や住民参加による在宅福祉ネットワーク、さらに「地
域包括ケア推進会議」による取組など「まちづくり」
につながる可能性のある実践を展開している。しかし
委託型の場合、Ｃ市を除くと行政との連携に特長はみ
られず、「まちづくり」の展開に向けた行政との協働に
は課題が多いと思われる。また、「まちづくり」に関し
ては、社会福祉協議会との関係がその性格からも重要
視される。社会福祉協議会が受託しているＤ市では、
その特長を活かし、地域に根付いた実践をイメージし
ていることがうかがえた。しかし、それ以外は会議の
開催や参加、事業での協力程度に留まっており、「住民
参加のまちづくり方式」を意識したネットワーク構築
は十分には機能していない。
本論は、ネットワーク構築の基本的な考え方の整理
と事例分析・考察を中心に展開した。そのためネット
ワーク構築の意義や３分類に関しての実践課題の検討
が行えていない。さらに、コミュニティソーシャルワー
クの観点からのネットワーク構築のありかたについて
も検討が必要である。これらについては今後の課題と
したい。
付記
本論で扱った事例は、筆者が関わった「北海道地域
包括・在宅介護支援センター協議会機能強化委員会」
が平成22年２月に行ったヒアリングによるものであ
る。
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